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Now in Japan, most universities have checked and evaluated their functions, such 
as research work, student education, accountability for the society. In addition, by 
the reform of University Establishment Order, the Faculty Development has been 
introduced since 1998. 
Universities now have many problems. The various aspects of university education 
are being criticized with them. These phenomena are well explained by M. Trow’s 
theory on which the type of higher education in Japan now from elite to mass and or 
universal styles. As a result, various kinds of students have made universities 
dramatically changed, and they also have had many problems that have never 
happened, for example, noisiness at classes, irrelevance to the student’s needs, the 
lack of systematic approaches to the aboved problems. 
In order for universities to better the situations and get a reliance of the society, 
they must have their own clearer and more reasonable aims and purposes. And then, 
in the field of education, university teachers must have deeper responsibilities for 
their classes and closer relationships with their students. And also it is so important 
that a syllabus and clearer principles of the teaching should de developed. In 
addition, the Faculty Development, the Staff Development and assessment of the 
teacher’s classes by the students are introduced. 
In conclusion universities should think much of the educational aspects and 
evaluate them by much better, the Faculty Development and the Staff Development. 
It is with  them that they can satisfy their needs, and try to improve toward their 
ideal. 
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はじめに  
 大学は、今日１８歳人口の急減期を迎え、未曾有の危機的状況にある。加えて大学に
は、さまざまなニーズやケアを必要とする学生が入学・在籍してきており、これまでの
授業のやり方や教育の仕方では通用しない現実に直面している。  
 しかしながら、こうした危機的局面であるからこそ、それぞれの大学に応じた教育改
革が求められる所以であり、その改革の絶好の好機であるとさえ言える。大学の生き残
りは、学生をしっかりと教育し、いかに社会に送り出すかという使命を十分に果たし得
るか否かにある。そのためには、大学の構成員である我々教職員が取り組む日々の教育、
授業、学生指導にこそ、その成否が係っていると言っても過言ではない。  
 他方、２００２年の学校教育法の改正により、すべての大学に第三者の認証機関評価
が義務づけられることになった。評価機構の行う評価は、「教育研究活動に関して、大学
等が有する『目的』及び『目標』に即して」行われることとされている。つまり、大学
の教育評価（授業）の面に着目すると、これからの大学の授業は、教師がまずシラバス
において明確な授業の目的・目標をデザインし、学生に興味・関心を抱かせて学習意欲
をかき立てることが重要になる。そして、毎回の授業ごとに講義の目標、到達課題を提
示し、それに基づいて学習した結果、学生１人ひとりが何を理解でき、自分のものとす
ることができるようになったのかということが授業において求められるのである。  
 また、大学の授業では、「社会生活を送る上で身に付けておくべき基本的な知識と技能
を習得させる」ことも求められている。このような学習課題においては、当然教師が学
生との双方向の授業を志向して、常に学生との対話を授業において心掛けること、さら
には集団の中で学生を学習主体とした、学生間の共同学習を通じてそれらが初めて可能
になることが主張されてきている。  
 これからの大学教育は、（ア）読み、書き、話すという「基礎学力」は言うに及ばず、
（イ）「学習意欲」「学習態度」「問題意識」、さらには（ウ）思考、討論、問題解決、対
人関係のスキル等の育成が求められている。これらの諸技能は、ゼミや演習とならんで、
講義形式の授業においてもそのブラッシュ・アップが求められている。特に（ウ）につ
いては、学生間の共同学習を通して磨かれ、こうした授業においてこそ、学生は学習主
体となり、積極的な課題探求能力が身に付くとされている。  
 大学教育におけるこのような参加型学習・共同学習のパイオニアである浅野誠は、そ
の著『授業のワザ一挙公開－大学の生き残りを突破する授業作り』１）において、「学生
自身が活動を主体的に展開できる授業」「具体的なスキルを獲得できる授業」「現実生活
や自己の将来との関わりが読み取れる授業」においてこそ、学生は生き生きと積極的に
なると指摘している。このような大学教育論の台頭は、大衆化した時代における大学の
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あり方を求めるものであり、従来のエリート型の教育論からの脱却とその意識改革を
我々大学教師に強く求めるものに他ならない。 
 ところが、大学の教師にはそのための研修の機会もなく、教育論不在のまま今日まで
来た。確かに個々の教師の間では、いち早く旧態同然の大学教育の弊害に気付き、さま
ざまな工夫を凝らして授業改善に取り組んでいる者もいる。しかし、それが単に点と点
ではなく、線と線でつながるよう、そうした大学の組織として英知を共有できるように
するのが、ＦＤ（Faculty Development）である。  
  そこで本稿においては、ＦＤが初めて公的に提唱された１９９８年の大学審議会答申
から、２００８年度に義務化される今日に至る現状までのこれまでの経緯、昨今のＦＤ
に関するセミナーや研究会、ＦＤ関連の学会等において見聞きした研究発表、事例報告
等に基づいて、その概要を論究していきたいと思う。  
 
１．FD をめぐるこれまでの経緯（１９９８年～２００７年）２）  
 
表１．ＦＤをめぐるこれまでの経緯（１９９８年～２００７年）  
 １９９８年 大学審議会答申「２１世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的
環境の中で、個性が輝く大学－」  
 各大学は、個々の教員の教育内容・方法改善のため、全学的にあるい
は学部・学科全体で、それぞれの大学等の理念・目標や教育内容・方法
についての組織的な研究・研修（Faculty Development）の実施に努め
るものとする旨を大学設置基準において明確にすることが必要である。 
 １９９９年 大学設置基準第２５条の２追加－FD の努力義務  
 ２００４年 大学認証評価の法制化  
 大学評価の点検・評価項目（大学基準協会）－「教育改善への組織的
取り組み」  
・学生の学修の活性化と教員の教育指導方法の改善を促進するための措
置とその有効性  
・シラバスの作成と活用状況  
・学生による授業評価の活用状況  
・FD 活動に対する組織的取り組み状況の適切性  
・FD の継続的実施を図る方途の適切性  
 ２００５年 中央教育審議会答申「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教
育の構築に向けて－」  
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 それぞれの大学院教育の現場における教育研究の特色、創造性等が阻
害されることのないよう留意しつつ、各大学院における課程の目的、教
育内容・方法についての組織的な研究・研修を実施することが必要であ
る。  
２００６年 大学院設置基準改正（２００７年４月１日施行）  
 大学院は、当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図
るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。（第１４条の３） 
２００７年 大学設置基準改正（２００８年４月１日施行）  
 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な
研修及び研究を実施するものとする。  
 
表１からも明らかなように、ここ数年来の FD の経緯については、１９９９年－FD
の努力義務化、２００４年－大学認証評価、２００７年－FD 義務化（大学の授業内容
等の改善を図るための組織的研修・研究＝FD）という流れに沿っている。FD は啓蒙段
階を超えつつあり、授業評価は全体で６９１大学（９７％）において実施されている（文
科省、２００６年調査）。今日では、FD の儀式化、形式化、すなわち授業評価、公開授
業、合宿研修等の傾向も否めない、とされている。これは、大学の分化（経営重点大学、
教育重点大学、研究重点大学等）が著しく、大学によって FD の位置づけ、内容、取り
組みの度合い等がまちまちになってきていることに他ならない。  
 しかしながら、各大学で取り組まれているＦＤの個々の活動項目について見ると、そ
れぞれにおいてＦＤの推進母体となる機関の地道な取り組みの成果によるところが多い。 
たとえば、授業評価アンケートについては、私立Ａ大学の場合、２００５年度の回答
率は、５３．７％（専任５１．５％、非常勤５３．８％）であったのが、２００６年度
６９．４％（専任７９．３％、非常勤５９．４％）にまで上昇した。これは、「（Ａ大学
教授法開発室が）地道にお願いした」結果によると報告されており、それと同時に大学
教育において非常勤が占める割合が高いので、非常勤を巻き込んだ FD が必要だとの指
摘もなされている。  
また、Ａ大学では、授業評価アンケートの自由記述意見の公開に踏み切っている（個
人的な誹謗中傷等は除く）。それによって、教員と学生双方の協力でより良い授業が可能
となることをねらいとしており、「教員の授業規律の維持に対する取り組み」「試験と授
業のレリバンス」「マイクの使用法・声の通り具合」「授業の時間配分」「進度」「授業中
の教員の様子」等に関して、注目に関する記述が多々挙げられ、大学全体の情報の共有
という点では効果があるとされていた。  
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さらに、英語などの語学の科目については、もともと双方向の授業をやっており、教
授法やクラス編成も異なるので、授業評価は一般教育科目とは別に英語に特化した授業
評価の開発が求められるとしている。この他、FD も「授業改善」から「授業における
〇〇の改善」（例えば、私語等）へといった深化が必要になっているとされている。  
次いで、同じくＡ大学では、公開授業については、実施しているものの、教員の参加
度がきわめて低調で、１つの授業に０～５名の参観者がいる程度であった。この点を補
填するため、FD 研修会では、授業を VTR で撮影することにしたが、初年度（２００５
年）は素人の撮った VTR では、うまく授業の雰囲気が伝わってこなかったり、特定の
学生ばかりを撮影していてうまくいかなかったという。そこで、２年目（２００６年）
は肖像権等をすべてクリアーした上で、業者に撮ってもらい成功したとの報告がなされ
ている。  
このように教員の FD の参加に対しては、関心度の高い教員は自力で OK なので、中
位度の関心層の教員の取り込みと下位層（「深海魚」＝FD そのものにまったく関心を示
さず、授業アンケートに回答を寄せない、FD 研修会にも出てこない教員）や「問題」
教員に対するケアや対応の仕方が今後の課題となっている。FD への関心を全学的に高
めるために、FD 義務化を追い風に利用する必要があるとの指摘もなされている。  
 
２．学士課程教育の転換と新たな課題３）  
このようなＦＤの進展は、これからの学士課程教育の転換を迫るものであり、各大学
がその特色を活かして教育プログラムを展開していく GP（Good Practice）の行末とも
関わってくる。  
今日、特色ある GP とは、「文科省特色ある教育支援プログラム」実施委員長を務めた
絹川正吉によれば、「学士課程」とは何かを問う視点が、評価の留意点である。ちなみに
その留意点とは、「（１）当該大学の学士課程における意義、（２）優れた教育効果を挙げ
るための創意工夫、（３）（大学構成員が）共有できる基盤、（４）真摯な教育努力の積み
重ね、（５）組織性（＝大学組織を挙げての取り組み）、（６）教育効果の測定方法及び評
価方法、（７）発展する可能性」である。  
絹川によれば、留意点のうち特に「教育は共働の営み」という理念の徹底に注目して
いるという。「教育はイベントではない。特色をイベントと誤解する向きもある。真摯な
教育努力を継続的に積み重ねていることを評価する。当たり前のことをきちんと実行し
ているかを評価するのである。」  
また、審査の留意点としての「組織性」とは、「取り組みの価値の共有」に強調が置か
れており、「教育は共働的営み」という教育観に帰結する。これは、旧套的大学観（教員
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個々人が学的権威を主張し、他人の介入を許さない。）とは異なる。教職員（学生を含む）
が、協力し合ってその取り組みに汗を流しているかを問うところに、「特色ある GP」の
オチがある。プログラムに新規性はなくとも、当たり前の教育努力を組織として継続的
に積み重ねている実績を評価するとしている。とりわけ、組みの意義・価値を構成員が
共有するために、どのような工夫を行っているか、どのように教育効果の評価方法を開
発しているかが、問われる。細部の記述が必要であり、どのように実施して、どういう
効果を挙げているかについての記載が評価の対象とされることが明らかにされているの
である。  
このように特色ある GP は、大学が教育機関として機能しているかを評価するもので
ある。教員の教育に対する取り組みが大学として統合されているかが、問われている。
教員が共働して汗を流しているかが、まさに審査の対象となるである。  
これまで採択された特色 GＰの事例には、経験・体験学習（参加型）が多い。これら
は、課題探求能力を求めるものであり、大学審議会の「２１世紀答申」（＝主体的に変化
に対応し、自ら将来の課題を探求し、その課題に対して幅広い視野から柔軟かつ総合的
な判断を下すことのできる力）に合致するものであり、ここではリーダーシップを発揮
する力量、情報収集・整理能力、すなわちコンピテンシー（＝「特定の職務を遂行し、
高い水準の業績を挙げることができる個人の特性」）にそれに該当する。  
企業は、大学教育が「知識・スキル」の習得に留まっており、コンピテンシーに関わ
っていないので、大学の教育内容に関心がない。企業が求める能力は、知識・スキルの
運用能力（＝ジェネリック・スキル）＊であり、参加型学習・体験学習の積極的な意味
はまさにここにある。したがって、コンピテンシーの開発に関わる次元の導入が、大学
教育の特色として期待されるのである。  
＊ ジェネリック・スキル（generic skill）……どんな職業にも「転用可能な汎用的
能力」を示す概念。産業界で認知されている。基礎スキル（読み書き能力、数的
処理能力、技術活用力）、コミュニケーション能力、問題解決能力、ティーム・
ワーキング、批判的思考力、IT 活用力を指す。 
大学全入の動向と相俟って、大学が学校化しつつある。現代の潮流は大学の学校化で
あり、GPA、シラバス、授業評価は学校化を推進し、ユニバーサル化した大学は学校化
せざるを得ない。しかし、それにも関わらず、大学は学校とは差異化する必要がある。
結局、ＦＤを通して、大学とは何かが問われているのである。  
 
３．FD の組織化４）  
 ＦＤの進展に伴って、各大学では自らの大学に見合った形でそれぞれの定義付けを試
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みているが、例えば公立Ｂ大学では、FD を「教員の教育技術・能力の向上、教育課程
の開発と向上、ならびに教育目的の達成を目指して行われる組織向上のためのあらゆる
方策や活動」と定義付けている。  
Ｂ大学では、FD 活動としては、（１）全学 FD 研修会（年２回）、（２）FD 活動推進
事業（公募）、（３）日常的 FD 活動（学部・学科・研究科が主体となる教育改善活動）
を行っている。ここでは、学内組織として「総合教育センター」（２００５年設置、副学
長がセンター長）が設置され、その中の「高等教育推進部門」が FD 活動推進母体とな
って、「学部・学科等が、大学の『教育力』を高めるために、組織的に取り組む活動を、
推進・支援する」ことになっている。活動内容としては、教育改善に向けた企画・運営、
教育改善サイクルの構築と運用が上げられており、学科長がタスク・フォースのファシ
リテーターとしての役割を果たしている。  
Ｂ大学の FD の活性化方策としては、「コアを育てる、やる気のある人を見つけて仕掛
けることが重要である。もはやボトムアップの時代ではない。やる気のある教員、現場
力を活かして一緒にやるコミュニティを構築する必要がある」との報告がなされている。 
また、併せて「職員力」を活用する必要もあるとされている。職員は、教員のことを
良く知っており、学生と接する機会も多い（授業や教員のことについて、教務課が相談
窓口の場となっていることも多い。）からである。  
FD については、テーマ設定が重要であり、全体的課題の設定、すなわち私語をなく
す、英語力を付けさせる等、具体的問題を取り上げて大学全体で取り組むことが活性化
につながるとされている。また、授業改善については、授業アンケートの自由記述欄を
執行部（学長、副学長、学部長等）が目を通し、「問題」教員に改善を促している。  
以上のように FD の組織化を図るには、推進母体（「高等教育推進部門」）の課題とし
て、大学内外の要求に対していかに柔軟に対応できるかであり、対内的には信頼関係の
構築と専門性の強化＝教職員とのコミュニケーションに基づく協力・支援体制、センタ
ー組織の充実、対外的には他大学とのネットワーク形成、情報交換等が必要であるとさ
れている。  
 
４．ＦＤの新たな展開  
（１）日常的教育改善への FD の再文脈化の必要性５）  
 以下、ＦＤの新たなる展開について論述する。  
 各大学では、ＦＤを巡って教職員間にさまざまな捉え方や反応、意見、考えが錯綜し
併存していることは事実である。したがって、京大高等教育研究開発推進センターの松
下佳代が指摘しているように、教員間の教育改善や FD への関与の仕方には多様性があ
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り（推進［コア］、黙従、批判、非関与など、教員間においてさまざまな立場がある。）、
教育改善や FD の実態を多面的、複眼的に捉える必要がある。  
松下が言うように、組織の教育改善が各教員の FD につながるとは限らない。教員集
団の教育能力の向上以外の、教育や学びの質の向上が今後の FD の課題である。さらに
また、Ｂ大学の事例にも見られるように、学内における教育課題の共有化の議論が必要
なのである。  
（２）FD のダイナミックスと学生の学び６）  
本来、大学教育の改善・発展の指標は、「学生をいかに成長させるか」にある。京大高
等教育研究開発推進センターの溝上慎一が指摘するように、さらなるＦＤの深化の必要
性が問われている。つまり、これまでＦＤや授業評価アンケートにおいて問われていた
ような「教師の話し方、板書の仕方、学生の受講態度等を越えるもの」にならなければ
ならないのである。  
「学生の授業評価は高いが、『予習・復習』の時間は少ないという結果が毎年続いてい
る。この結果をどのようにして検討すれば良いのか」、「『学生は、やる気がないのではな
い。課題が悪い。課題さえ彼らの身近なものにすれば、彼らはやる気を見せる』といっ
た、単に課題が悪いという解釈で良いのか」という視点が問われてきているのである。
（学生が興味をもたなくても、やらなければならないことがある。）  
溝上の言うように、これまでのＦＤにおいては、学生の学習を見る視点が貧弱であっ
た。学生がそこで何を学んでいる、という視点で授業を見る必要がある。これからは、
「FD のダイナミックス－多次元的視点」＊でもって学生の学習状況を評価し、それを組
織・個人で教育計画・システムに反映させる必要があるとされている。  
＊ 問われる学習の質（１．学習内容の理解、２．学習意欲・興味関心の喚起、３．
達成感、４．授業への出席、５．授業への能動的参加、６．学習スキルの獲得、
７．汎用的能力の獲得、８．学習目標の確認、９．授業外学習、１０．教師・学
生のインターラクション、１１．学習トラジェクトリーのイメージ化、１２．学
びの履歴、１３．高校での未履修内容、１４．研究法）  
このような新しい FD モデルは、大学自己開発のダイナミックスを生み出すものであ
り、「日常的・非日常的文脈との往復運動による学生の学習の質を問う多次元化、それを
通しての個人・組織の教育計画の構成・再構成過程である。」と溝上は、ＦＤの再定義を
行っている。  
（３）学生の学びを支援するための SD と FDの融合７）  
 この他、大学の職員を対象とするＳＤとＦＤとの融合も必要とされてきている。  
桜美林大学総合研究機構事務局長の北野優紀子は、「学生の学びの支援が FD、SD の
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出発点である」との観点から次のような点に注目している。  
・ 「学生の学びの支援」を支点として、職員と教員がどう協力していくことが望まし
いかを、具体的な事例を基に考察する。  
・ 教育機関としての大学は、学ぶ学生、学びを支援する教員と職員により構成されて
いる。  
・ ともすれば、職員は授業を担当する教員の支援をするための存在と考えられがちだ
が、本来は教員と同様、学生の学びを支援する存在である。  
・ 授業以外の場面で学生と接触することの多い職員の立場上、学生の学びの支援に関
して教員とは異なる視点を持つことができる。 
・ 単位互換協定会の活動（例えば、単位互換・共同授業の企画・実施、高校生のため
の大学セミナー、eラーニング、現代の GP の取り組み等）はその視点を活かし、職
員によって企画され、立ち上げられたものが多い。  
・ 学生を支援する教員と職員の資質開発（FD と SD）を論じる前に「大学人」である
ことを認識し、その共通部分の資質開発を図る必要がある。つまり、大学人として
の資質開発の中に FD も SD も含まれる。  
・ 大学人という共通の土台の上に教員と職員の協力関係が構築されれば、職員の意識
向上に大きな効果をもたらす。それが教員と職員の信頼関係を強め、効果を生むこ
とが期待される。  
このように大学の構成員である職員の存在は、ＦＤ・ＳＤの成果を上げる上で決して
無視できないものであり、「教員・学生・職員」という三角形の均整の取れたピラミッド
構造になるべく、望ましい大学運営のあり方に大きなインパクトを今後及ぼしていくと
考えられる。  
（４）初年次教育改善への組織的展開８）  
 その他、初年次教育と絡んで、島根大学教育開発センターの山田剛史は、学生の自己
評価をＰＤＣＡサイクルに活用する試みに取り組んでいる。  
山田は、「教養教育に関する授業科目の開設有無」（国大協調査報告書、２００６年）
に関する調査＊に基づき、多くの旧国立大学において教養教育が実施されていることに
鑑み、次のような研究の観点を提示している。 
＊「専門教育への入門・基礎科目」（８３．２%）、「演習や体験学習」（７１．３%）、
「プレゼンテーションやコニュニケーション実習」（６４．４%）、「基礎セミナ
ー」（５１．３%）  
①学生の視点……教育の成功・不成功は、教員が何を与えたかではなく、学生がどう
受け止め、彼らの中で体制化され、認識・行動レベルで保持されるのかによる。すな
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わち、学生の内在的視点による教育評価（自己評価）が重要になる。  
②教育効果と教育ニーズ……学生自身が受けてきた教育によって、どの程度個別的な
力が身に付いたのかといった点（教育効果）、ならびにその力の向上をどの程度大学教
育に求めるのかという点（教育ニーズ）を併せて捉える。すなわち、教育ニーズの高
さと学習意欲の関連性が重要になる。  
 こうした２つの視点は、上述の溝上の指摘と同じように、学生の学びを支援するの
が本来のＦＤのあり方であるとする考えと軌を一にするものであると言えよう。  
（５）授業に先立つ学生へのアセスメント９）  
 大妻女子大学の川廷宗之は、社会福祉専門職員（介護福祉士、社会福祉士等）養成教
育の分野での体験を踏まえ、資格取得・養成に関わる課程における初年次教育との観点
から、授業に先立つアセスメントの必要性を説いている。  
川廷によれば、４年間という限られた期間内で「Life を見通せる社会人としての養成
を行った上で、クライエントの Life をサポートする専門技術者の養成を行う必要がある
ため、学生の主体的学習をどう支援していくかは緊急の課題であり、その意味から学生
のアセスメントはきわめて重要な課題となっている。」  
授業過程を学生の学習過程として考えた場合、教員が考える教育内容を教え込もうと
する前に、先ず学生の学習実態を正確に把握しなければ、実効性を期待する効果的な教
育は行えない。アセスメントを行わないで授業を行っても、効果的な結果は期待できな
いのである。しかしそれにも関わらず、学生のユニバーサル化現象に対応した授業は少
なく、相変わらず従来の学問的枠組みに即した知識注入教育が行われているのが実情で
ある。  
社会福祉専門職員養成養育の初年次教育プログラムの開発を念頭に置くと、専門的対
人援助スキルの修得が目標であり、学習過程への学生の主体的関わりは必須の要件とな
る。主体的な学習者に仕向けるように教育しないと、福祉の現場で動けない、客体であ
っては到底現場に対応できる人材育成ができない。  
このため、授業に参加する学生が、どの程度のどのような傾向の学習量をもっている
のかを把握しないと、適切な授業は展開できない。その意味で、授業に先立って、学生
がその授業で学習を展開していく上で①必要となる基礎知識の習得状況、②学習方法の
修得度、③学習への意欲等＊について把握しておくことが必要である。  
＊ 川廷らの行ったアンケート調査の結果としては、推薦入試が４９．４%を占め
（AO 入試１９．０%）、一般入試２０．１%、センター試験８．１%であり、競
争試験を経て入学している者が少ない。社会福祉のボランティア経験は、７６．
９%の者が経験しているが、福祉＝介護と思っている傾向が強い。入学以前の１
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日の学習量については、「学校（高校）の授業以外の学習」は「ほとんどしなか
った」が４３．２%を占めている。同様に「学習方法」については、「試験の前
にまとめて勉強する」が７３．６%で、「毎日こつこつ勉強する」は８．２%に
過ぎなかった。また、「暗記」が５８．０%で、「考える」が１９．９%であった。
この他、「高校までの授業科目の理解度不足」や「パソコン使用のインターネッ
ト閲覧」の度合いの高さ、「漫画の読書量」の多さ、「板書のみの記録」、「自己肯
定」度合いの低さ等が目立った。  
 
このような調査結果から、ユニバーサル時代を反映した受験準備教育を含め、総じて
学習力の乏しい学生が創出されており、アカデミック・スキルや学生生活スキル、社会
生活スキルが必要であることを如実に示している。社会福祉の業務が対人援助であるこ
とを考えると、きわめて大きな課題が残ることを示唆する結果となっているのである。  
（６）授業評価の結果のフィードバックの活用１０）  
大学評価・学位授与機構評価研究部の栗田佳代子は、大学評価の中の教育評価の１つ
に当たる授業評価の活用について、次のように述べている。  
・ 授業評価は、教育評価の１つに過ぎない。何ポイント上がったかは、確かに指標の
１つではあるが、もっと重要なことは、評価の活用にある。  
・ 多くの大学の評価に関わっているが、評価を個々の教員の授業の質の向上につなげ
ることが課題となっている。多くは評価をやりっぱなしで、改善ができていない。  
・ 授業評価のうち、「学生の満足度」や自由記述意見をどのように位置付けていくかが、
今後の課題となろう。  
授業評価の活用については、個々の教員においては次年度・次学期の授業につなげる
べく、取り組みはなされてきているのは事実である。しかし、これを組織として大学全
体でどのように活用するかの問題となると、どこの大学においても頭を抱えている。教
員の教育評価に利用するところも増えつつあり、段階別の評価に基づいて、昇格、サバ
ティカルの利用、教員採用の人事等に反映させるようにしている大学も見られる。ただ
し、これはあくまでも客観的な評価基準の下で、教員間の信頼関係に基づくことが肝要
であることは言うまでもなく、この点を検討課題としている大学も少なくないのが実状
である。  
（７）各大学の教育目的に適合するＦＤの開発の必要性１１）  
三重中京大学の清水亮は、FD はが啓蒙期からローカリゼーションの時代に入ってい
ることを指摘した上で、現在の大学は、グローバリゼーション（国際的競争力に耐え得
る）大学（上位・中堅校）とユニバーサリゼーション（学力低下の）大学（下位校）の
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２極化になっていると言う。  
上位・中堅校では how to teach が FD の中心課題だが、下位校では what to teach が
先ず問題であり、それに応じた how to teach が可能になるためには初等・中等教育の教
授法に熟知した教員が必要であるとする。  
こうした学生の能力の多様化は、必然的に大学のランキングに応じた FD の棲み分け、
レベル化を必要とする。下位大学の研究・教育と FD の特化が、これから開発されるべ
きであることは疑いの余地がないであろう。  
 
おわりに  
 以上紹介してきたように、各大学ではそれぞれの教育目的・目標に応じてＦＤが取り
組まれてきている。筆者の勤務する大学（鈴鹿国際大学）でも、筆者がＦＤのファシリ
テーター（教育文化研究所長）となって２００４年以降、授業公開、ＦＤ研修会、授業
評価アンケート、ＦＤ報告書の作成等に取り組んでいる。  
 本務校では、ＦＤ研修会への教員の参加や公開授業への関心は決して高くなく、教員
をいかにＦＤ活動に対してアクティブにしていくかが大きな課題となっている。ＦＤの
目的の１つは、教員のティーチング意欲を高めることが学生の学習意欲の向上につなが
り、彼らの学習成果を高めることにあることを１人ひとりの教員に対して絶え間なく啓
発していくことにあると考える。  
 また、教員個々人の専門がたとえ異なっていても、優れた授業や教育実践（ＧＰ）を
積極的に取り上げ、こうした点を線につなげていくことも大切である。実際、いろいろ
な教員の授業参観をしてみると、それぞれが工夫を凝らした教授法を開発していること
は事実である。これらの取り組みを大学として共有し、知的財産としていくことがＦＤ
活動の活性化にもつながっていくと思われる。このことは、学生の実態把握、彼らの学
力、能力に見合った教授法の開発や学力の向上に寄与し得るＦＤ活動の推進が一層求め
られる所以でもある。  
 さらにまた、他大学のＦＤの取り組みや事例からも積極的に学ぶことも重要である。
インターネットのＷeｂ上には、さまざまな大学におけるＦＤ活動が紹介されており、ま
た地域間で連携して大学間のＦＤを協働して行おうとする動きも顕在化しつつある。  
 以上、本務校におけるＦＤ活動はまだまだ産毛の生えた雛鳥の状態であるが、個々の
教職員の協力と地道な取り組みなくしては成し得ないものであり、今後の支援を期待し
たい。  
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